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令和７年３月議会一般質問（口述原稿） 

皆様、こんにちは。議席番号６番 希綱（きづな）会 宮野健一です。 

前回の一般質問の最後に「薩摩川内市は日本の縮図、マチ、ムラ、ヤマ、ハ

マ、シマが存在し・・・」というくだりを用い薩摩川内市はまさに勝負の時、

今後１０年で少子高齢化・人口減社会においても持続的で成長可能な新たなモ

デル、処方箋を示すことができれば日本の各地の自治体の将来にも夢と希望を

与えることができるのではないか。」と発言し一般質問を締めくくりました。 

実はこの発言に符号するような出来事がありましたので紹介いたします。先

月、鹿児島県「市議会議長会」主催の議員研修会に参加しました。この研修会

では大学教授による講話があり、その中で２０５０年に向けた日本の未来予測

に関する京都大学と日立製作所の共同研究の成果が紹介されました。２０５０

年に向けた未来予測は都市集中型と地方分散型がありかつそれぞれに持続可能

なシナリオと持続不可能なシナリオの４パターンがあるとのことでした。 

そして、それが分岐するのは２０２５年頃で、地方分散型の場合にそれが持続

可能シナリオと持続不可能シナリオに分岐するのは２０３４年頃とのことでし

た。要約すれば我が国が地方分散型社会を目指した場合、今後の取組み次第で

持続可能となるか失敗するかが約１０年後に判明するということです。まさに

ＡＩ、スーパーコンピューターを活用した科学的な研究からも今後１０年が勝

負の時であり、タイムリミットが迫っていることが明らかとなりました。 

１月２４日石破総理大臣は施政方針演説で、地方創生２．０を令和の日本列島

改造と位置づけ、我が国の進むべき方向性として地方分散型社会を選択しまし

た。まさに先程紹介した共同研究の未来予測シナリオと合致するものです。我

が薩摩川内市に視点を戻せば、今後１０年の市政の羅針盤となる第３次薩摩川

内市総合計画が極めて重要となり、ややオーバーになりますが、薩摩川内市の

持続可能な発展が成功するか失敗するかで日本の行く末にも大きな影響を与え

るといっても過言ではありません。第３次総合計画が極めて重要な役割を果た

すべきものであると改めて認識を新たにしたところであります。  

さて、本日の質問はこのようなタイムリミットが迫っていることを踏まえ、

第 3 次薩摩川内市総合計画を始め来年度予算、また、新たに策定された「薩摩 

川内市スマートデジタル計画」の内容等に関連する質問を事前通告に従い実施

させていただきます。 
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１ 薩摩川内市民の持続可能な医療・介護体制の在り方について 

それでは、１ 薩摩川内市の持続可能な医療・介護体制の在り方について質

問します。 

昨年の年末に 12 月定例会を終え甑島に帰ったところ郵便受けに薩摩川内市

税務課から国民健康保険税「納税通知書」が届いていました。私は長年自衛官

として勤務し引き続き民間の会社で勤務していたことから社会保険に入ってい

ました。このたび議員になったことから１０月末に国民健康保険に加入したと

ころでした。納税通知書を開封したところ、そこには１月末までに１６万３千

４００円、２月末までに同じく１６万３千４００円納入するように記載されて

いました。私はほんの一月前の１０月末に加入したばかりであるので、一瞬、

これは間違えて一年分を請求しているのではないかと思ったのですが、よく通

知を確認するとそこはきちんと調整されていました。改めて国民健康保険はた

かいなーと率直に感じた次第です。 

本年２０２５年からは団塊の世代が後期高齢者となるなど今後ますます医療

費及び介護費用の上昇が見積もられます。他方、少子化及び人口減で税金の納

入者は少なくなる一方です。また、昨今は上限が見えない物価の上昇が続き、

一方で賃上げはそれに見合った上昇が進んでおらず、とくに地方においては顕

著です。このようななかで更に健康保険税、介護保険料があがっていけば生活

が成り立たなくなるのではないか、と多くの市民の皆様が危惧するところでは

ないかと思います。 

昨年１２月１６日開催の生活福祉委員会での保険年金課からの発表では、人

口減少、定年延長制度の開始により国民健康保険の被保険者数は想定を上回る

減少が続いている一方で、一人当たりの医療費は上昇しているとのことでし

た。令和６年度は一般会計からの 1 億 6 千万円の財政支援が行われています。

このようなことからも国民健康保険税の更なる負担増が懸念されるところで

す。そこで 

（1） 高齢化と人口減少で財政運営が厳しくなると予想される国民健康保険事

業及び介護保険事業の財政状況並びに第 3 次総合計画期間の介護保険料

及び国民健康保険税の見積りをお尋ねします。 

 

12 月議会の第 3 次総合計画に関する私の質問時に当局からは総合計画立

案にあたり人口動態予測を用いた検討を実施した旨の回答をいただいて

います。また、介護保険については、現在の第９期介護保険事業計画
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は、団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22（2040）年までの中長

期的な将来を見据えて検討されています。これらは当然に今後１０年間

の第３次総合計画を立案の際の重要な課題となったものと推察します。 

（２）両事業に係る課題認識と第 3 次総合計画期間での課題解決のための取組

みは何か、答弁を求めます。 

引き続き（3）で本市に隣接するいちき串木野市の介護施策は今後の課題解

決の方向性を示しているのではないかと考えますので質問を行います。 

昨年５月頃ＮＨＫのニュースウオッチ９で全国放送され、また鹿児島のＮＨ

Ｋローカル番組でも放送されたことからご存じの方が多いと思いますが、いち

き串木野市は、第９期介護保険事業計画において介護保険料基準額を前期の第

8 期より月額７６６円安く設定しました。この減額は鹿児島県ではもっとも下

げ幅が大きく全国的にも上位の下げ幅となるものです。この放送は、なぜこれ

ほどの減額ができたのか、その背景を探るためＮＨＫ鹿児島放送局が取材し、

全国版のニュースで放映されたものでした。私はまだ神奈川に住んでいる頃で

したが、この放送に興味を持ち保険料は減額できるのだと認識を新たにいたし

ました。また、この放送の印象が強かったため改めて担当者から直接話を聞き

たいと思い、会派の議員も誘い先日、いちき串木野市の長寿介護課を訪問させ

ていただき取組みの細部をお聞きすることができました。 

そこでの調査結果の概要を申し上げますと、前期の第８期計画時はコロナ渦

で介護保険料の支出が減少したことも一つの要因としつつも、約１０年前から

続けてきたころばん体操が高齢者に根付き、一定の成果が出てきているのでは

ないかということでした。ちなみに６５歳以上の高齢者の参加率は、２０％～

１５％を維持しているとのことで、特に７５歳以上に限ればさらに高い参加率

となります。また、同市ではころばん体操のホームページへの動画アップやチ

ラシ配布、情報誌「ころばん体操通信絆」の定期的な発行を行うとともにころ

ばん体操の開催に合わせ会場に食糧品などの移動販売車を設置するなど、きめ

細かな生活支援体制整備を進めているとの印象を受けました。 

薩摩川内市も第９期計画にあるとおりわっはっは教室やはんとけん体操など

を始め高齢者の生活支援に関しても様々な取組みを行い、いちき串木野市とも

緊密に情報交換をされているところと認識していいます。そこで 

（３）薩摩川内市の実施状況と成果を踏まえ、介護予防に関わるいちき串木野

市のころばん体操等の取組みと成果（介護保険料（766 円／月の低下）を

どのように評価しているか、お尋ねします。 
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（他市の取り組みで成果の上がったものは積極的に情報収集を行い必要であれ

ば施策に反映せれるよう要望します。）  

引き続き質問（4）に移ります。ここでは国民健康保険税、介護保険料を削減

するための提言を行い当局の所見を伺います。まず提言にいたる背景から述べ

ます。 

いちき串木野市の取組みからは大変貴重な教訓を学ぶことができます。つま

り我々が年取っても健康である人が多ければ健康保険料、介護費用を削減で

き、結果として介護保険料、健康保険税を下げることが可能ということです。

つまり市民の皆様が一人でも多く、健康で高齢になっても自立して生活できる

状況を１年でも長くすることで数億円、数十億円というお金を生み出すことが

できます。（私どもの体に数十億円が埋蔵されているのです。） 

それではこのようなお金を本当に生み出すことができるのかというところが

命題となってくるのですが、実はそのような取組みを研究している大学があり

ます。 

薩摩川内市は、先月の１月１６日の薩摩川内市ＳＳプラザで「薩摩川内市産

業活性化セミナー」を開催しました。このセミナーは今後の地方分散社会の実

現に向けて地方自治体の進むべき方向性に大いなるヒントを与えてくれた大変

有意義なセミナーでありました。セミナーでは複数の企業からの発表と意見交

換会が行われましたが、そのなかで意見交換会の司会をした九州大学の教授が

「私が国内の様々な自治体に医療費をゼロにするプロジェクトがあるが一緒に

研究をしてみないかと話すのですが、誰からも一笑に付されておしまいという

のがいつものパターンです。」と自嘲気味に話されていました。私はこの話に先

程のいちき串木野市の事例もあったことから興味を持ち、後日改めて当該教授

にメールでそのプロジェクトとはどのようなものか問い合わせをいたしまし

た。すると現在九州大学では教職員の皆様が被験者となり運動をすることで、

心と体の健康が向上することを実際にデータとして示す取組み、「運動効果の

見える化」を進めているとのことです。年度末に成果をまとめて、関心をお持

ちになる自治体様に説明と、住民の参加の協議を行いたいと考えています、と

のことでした。一方、国民健康保険・介護保険の費用を低減するためには高齢

者の健康増進のみでは成果は限定的です。本市も平成 28 年度から令和 7 年度

までの「第 2 次薩摩川内市健康作り計画」を策定し鋭意取り組まれています。

そこには様々な分野で多種多様な取組みがなされております。しかし、令和 4

年 3 月の中間成果報告では一部は成果がでているもののほとんどの項目が変化
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なしとなっています。この原因として考えられるのは、取組みのほとんどがが

啓発を主体とするものであり、様々な取組みの効果が定量的に評価、すなわち

因果関係が見える化されておらず、個人レベルに成果がフィードバックされて

いないことだと考えます。（実はいちき串木野市のころばん体操も効果が定量的

に取得されておらず、つまり効果が見える化されていないため因果関係は明確

でないが結果として介護保険料がさがったということしか分からないのです。

このため成果の展開がしづらいのです。）近年ＩＣＴの進展で、このような効果

の見える化は技術的に容易になりつつあります。まさにタイムリミットが迫る

中、このようなプロジェクトに取組み、施策に反映していくべきときではない

でしょうか。今、行動しなければ新たな知識は得られません。そこで 

（4）持続可能な医療・介護体制の確立のため大学等の最新の研究成果とＤＸ

を活用して成果を見える化した医療費・介護費用低減のための市民参加型

実証実験（科学的アプローチ）に取り組み、当該成果を段階的に全市民へ

普及すべきと考えるが、当局の所見を伺います。 

前期基本計画やスマートデジタル計画の保険に関わる政策で「市民の健康意

識向上のための市民全員を対象としたポピュレーションアプローチとして、ス

マートフォンやウェアラブル端末などのデジタル機器から得られる健康データ

を収集し、新たな事業の企画立案に有効活用するサイクルの構築に取り組む」

旨が記述されています。成果を上げるためにはしっかりとした調査研究が必要

になると思います。是非段階的にかつ効果的な取り組みを要望します。 

（ここで重要なことは、住民が参加されて得られたデータは、単に医療費・介

護費用の削減に役立つのみでなく新たな情報・価値として他の事業へも拡大し

ていけるという観点です。新たな価値を生むものになります。） 

 

２ 第３次総合計画における医療福祉にかかわるＤＸの具体的な施策について 

昨年１１月３日の南日本新聞に注目すべき記事が掲載されました。県教育委

員会によれば県内の公立小中学校で特別支援学級に在籍する児童生徒数が２０

２４年度、最多の９４４２人に上るとのことでした。これは児童生徒の７．

４％に当たり、発達障害の子供を加えた「特別支援教育が本格導入された」２

００７年度の１３００人に対し７．３倍と大幅に増えています。全国的には

３．３倍と増加傾向ではありますが、県内はより顕著に増加しています。 

また障害種別の内訳で「自閉症・情緒障害」学級の児童生徒が２４年度５２
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００人となり、２００７年度の２４８人から２１倍となっています。そこで 

（この要因としては、発達障害の認知が進むとともに特別支援教育に対する

保護者らの理解が進んだことなどが影響しているとのことでした。） 

（1） 鹿児島県においては発達障害等の特別支援学級に在籍する児童生徒数が

全国（2007 年度比 3.3 倍）に比べ大幅に増加（同年度比 7.3 倍）してい

るますが、本市における自閉症・情緒障害の児童生徒数の現状をお尋ね

します。 

本市に置きましても、障害福祉課で保護者の相談や様々な支援を紹介すると

ともに「発達支援のしおり」を作成し子供に関する相談窓口一覧の紹介や様々

な支援の内容、児童発達支援事業所の一覧などを一冊にまとめ発達支援事業の

全体がわかりやすく紹介されています。このなかで発達支援、家族支援等を含

むいわゆる療育を担う児童発達支援事業所は甑島にはありませんので、甑島に

お住まいの保護者の方とお子様はそれらの事業所に通うことができません。そ

こで、 

（2） 甑島在住の療育を必要とする子どもへの支援内容をお尋ねします。 

 昨年のことですが、甑島にお住まいで障害のあるお子様のお母様から相談を

受けたことがありました。そのお子様は障害の状況から複数の施設での療育が

必要であり、月に２回ほど２泊３日で本土にある複数の施設を回り療育等をう

けているとのことです。（保育所等訪問支援事業も無料で受けることはできます

が、訪問者の交通費は保護者負担とのことでした。）ご本人は、甑島は子育て

環境がいいので、是非島に住み続けたいとのことですが、現在の本市等からの

補助では全く足りず、経済的にもまた、仕事を続ける上でも厳しく、島を出ざ

るを得なくなるかもしれないとのことでした。なお、知人の中にはそのような

理由で島を出られた方もおられるとのことです。そこで一部の療育がリモート

でできれば年間数十往復しているのをかなり減らすことが可能となり、経済的

にもまた仕事をするうえでも大きなメリットが得られるとのことでした。な

お、このリモートでの療育は、東京都の青ヶ島でも実際にやられたとのことで

す。（なお、リモート療育の間隔は療養士とお子様の信頼関係を構築・維持する

ためにも１週間に一度程度は必要とのことです。） 

本市は総合計画において医療面においてもＤＸを推進しようとしています。

このような児童や未就学児の療育が甑島でも一部可能となれば発達障害をお持

ちの保護者が子供を島で育てたいが、施設がないので島を出ざるを得ない、と

いうようなことを防ぐことができ、人口減対策にも一定の効果が期待できるも
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のと考えます。また、今後もこのようなニーズは離島においても生じるものと

考えます。以上を踏まえ、 

（3） 甑島の療育を必要とする子ども及び保護者の負担軽減のためのＤＸを活

用したリモート療育の施策を取り入れるべきと考えるが、当局の見解を

お尋ねします。 

○このような体制が整えば、単に療育のみでなく様々な相談事にも活用の

幅が広がると思います。なお、技術的には既存の技術で実現可能であり、

如何に制度設計するかが鍵となると思います。甑島の保護者の要望、実情

を正しく把握し、ニーズにマッチした適切なシステムを構築することを

要望いたします。 

○ 鹿児島県は 2025 年当初予算案でオンライン診療の整備に向けた導入手

法の検討や実証に 1200 万円計上し、モデル地区数カ所を選びどのよう

な症状に有効かなどを検証していくとのことです。このような事業とも

連携できないかを含め前向きな検討をお願いします。  

 

３ 離島及び中山間地域における社会インフラの維持について 

前回の一般質問において、私の生まれた下甑町瀬々野浦周辺の現状について

紹介いたしました。本土地区においてもすでに同様な地区もあるかと思います

が、下甑の西部地域は甑島の中でも交通が最も不便で人口減少率も高い地域で

す。そこでの状況は今後の薩摩川内の中山間地域の１０年後の未来を表してい

るように思います。集落の様々な行事は７０歳から８０歳前半の人々でまかな

われています。集落の公共の広場の草刈り、海岸清掃、共同墓地の清掃、ま

た、集落の道路の草刈りも集落の高齢のボランティアに頼っています。また、

一車線の細い生活道路も夏場には草が生い茂り運転に支障を来すことも多々あ

ります。まさに今が集落維持の限界の体をなしていっても過言ではありませ

ん。今まで地域共同体でになってきたボランティアでの集落機能の維持という

ものは困難になりつつあるものと認識しています。 

まず、住民の安全にかかわることとして質問します。合併前に比べて道路の草

刈り回数が少なくなったというような話も聞きますが、 

（１）道路管理（草刈り）かかわる取組みの現状についてお尋ねします。 

海岸への漂着ゴミの問題は様々な問題を引き起こします。景観を損なうこと
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はもとより環境や安全上の弊害を生起させています。最近はマイクロプラステ

ィックの微細なものが人体に悪影響を及ぼしていることも最新の研究成果で発

表されています。海岸清掃は集落の皆様のボランティアでの清掃が主になって

いると思いますが、今後、安全上の問題も含め先に述べた理由で困難になって

くるものと予想されます。そこで 

（２）海岸漂着物の処理等の取り組みの現状についてお尋ねします。 

以上の質問は、集落の維持については今までの住民のボランティア主体のや

り方では限界が来ているものと認識し、新たの社会ステムを構築していくべき

ではないかとの問題認識にたって質問いたしました。では、新たな社会システ

ムとは何かということですが、今、国・各省庁は地方創生のため様々な取組み

を行っています。スクリーンは今各省庁で取り組まれている施策の一部です。

総務省の特定地域づくり事業協同組合は今注目を集めています。現在県内で９

組合が結成されていますが、現在全国で１０８組合、今後２６年度までにさら

に５０組合が設立を目指しています。 

こちらは農林水産省所管の農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ：ﾘｰｼﾞｮﾝ・ﾏﾈｼﾞ

ﾒﾝﾄ・ｵｰｶﾞﾆｾﾞｰｼｮﾝ）です。農用地保全を主な目的にする組織ですが、地域資源

の活用、生活支援など様々な活動に取り組めます。 

これらは様々な施策の一例ですが、移住者を増やせるとともに過疎地の人手

不足を解消でき、集落の持続可能な営みに効果が期待できます。かつ交付金な

どの手厚い支援と国・県単位の伴走支援が特徴です。 

スクリーンは農村型地域運営組織と関わりが想定される各省庁の施策の一部

です。実に様々な制度が準備されています。そこで提案するのは、これらの施

策を組み合わせて中山間地域にあるいは離島のニーズに応じた適切な社会シス

テムが設計可能ではないかということです。私はこの概念は現在介護保険で高

齢者の自立を促す取組みがなされていますが、これを地域に拡大し地域を自立

させていこうという概念に発展させていけるのではないかと考えます。 

例えば特定地域づくり事業協同組合等の組織を核とし、農用地保全、地域資

源の活用、生活支援など、更には県道・市道や集落内の道路、海岸、河川など

地域のインフラも含めこれらの維持管理を事業として成り立たせることで雇用

を生み、また、縦割りの予算を集約して有効活用するなど地域が持続していけ

る社会システムを構築していくべきであると考えます。 

さらにその先の将来においては、エネルギーの地産地消も含め、地域通貨の
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活用による循環経済を確立し、補助金行政に頼らない地域が自立していく社

会、このような地域社会を実現していくことが、我が国が進める地方創生には

必要ではないかと考えます。以上の背景を含め 

(3) 離島及び中山間においては、地域住民のボランティアによる環境整備等

の社会インフラの維持が困難になりつつあります。このため、各省庁が

進める地域活性化の様々な施策を参考に地域社会が雇用を生み存続可能

となる新たな社会ステムを構築するための机上研究を行い、当該結果に

基づきモデル地区において実地に検証プロジェクトをおこなってはどう

かと提案しますが、当局の見解を伺います。 

 

○有人国境離島法基本方針（10 年の時限立法 令和 8 年度期限） 

地方公共団体は、働き手不足の課題については、島の実情に応じて、 人

材を一元的に確保して業種ごとの繁閑期に応じてマルチワーカーとして

活 用する仕組みの構築等、効率的な人材活用に関する取組を検討・推進

する。 

○ 各省庁の予算措置を積極的に活用する。シェアリングエコノミー 

○ ゼロ予算事業（地域経済循環創造事業（ローカル 10000 プロジェク

ト）、地域活性化起業人事業） 

４ 「結Ｌｉｎｅ こしき」就航及び船賃改定にかかわる課題と対策について 

令和７年は「結ライン こしき」就航、また４月には甑ミュージアム開館と

甑島にとっては明るい話題が続き大変喜ばしいことです。（これらの事業にかか

わる様々なイベントやミュージアム開館準備に当たっていただいている当局始

め、職員、関係者の皆様には改めて感謝申し上げます。） 

一方、３月２０日からは新造フェリー就航とともにフェリー、高速船ともに

運賃の値上げが予定されています。昨今の物価上昇に伴う燃料代の高騰、働き

手確保、勤務環境改善にともなう人件費の高騰など、昨今の情勢から運賃の値

上げは致し方ないものと考えます。一方、人口減が進む甑島にとって、甑ミュ

ージアムの開館などは観光客などの交流人口あるいは関係人口を増やす絶好の

機会ではありますが、これらの運賃の値上げにより水をさされ、更なる人口減

少を招くのではないかと危惧するところです。 

３月２０日以降は、フェリーが 2，340 円から 2，800 円へ 460 円、高速船

が 3，440 円 から 4070 円へ 630 円値上げされます。甑島住民の場合は、住民
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割引が適用されるため影響は最小限に抑えられますが、観光客及び帰省客には

大きな影響が懸念されます。 

（1） 運賃値上げに対する影響を軽減するための対策を考えていないか、伺い

ます。 

（2） 準住民の認定基準及び現在の認定の状況をお尋ねします。 

各要件は様々に解釈できるが、具体例を検討に挙げ承認を得ているの

か。 

1. ○○市民が扶養しており、○○市以外に居住している学校教育法第 1 条

に規定する学校、同法第 124 条に規定している専修学校又は同法第 134

条第 1 項に規定する各種学校に在学する者 

2. ○○市が移住・定住促進施策の一環として行う事業によって、○○市に

来訪する者 

3. ○○市が交流拡大施策の一環として行う事業によって、○○市に来訪す

る者 

4. 要介護認定等の○○市民を介護するために、○○市に反復継続的に来訪

する親族※1 

※1 親族：要介護認定等を受けている者の配偶者、父母、子、孫、 祖父

母、兄弟姉妹、配偶者の父母 

（3）関係人口を確保するためにも島民ではないが、一定期間以上在住し、か

つ島民にとって有用な人材も準住民とするなど、認定基準を見直してはど

うか、当局の見解を伺います。 

○ 令和 8 年度で法期限を迎える。改正及び延長要望 

○ 令和６年 11 月 19 日 第 42 回離島振興市町村議会議長全国大会 
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本日の質問の冒頭で、京都大学と日立の協同研究について触れました。後日

当該研究成果を直接確認したところ、講演では述べられませんでしたが、実は

この研究で大変重要な事実が判明したことを知りました。２０２５年頃から我

が国は都市集中型と地方分散型に分岐すると申し上げましたが、この期間を過

ぎた移行は決して二つのシナリオが交わることはないということです。簡単に

いえば地方分散型の社会を目指したものの持続不可能となったことからその後

に都市集中型に政策を転換してもそれは実現不可能だということです。そうい

う意味で我が国は地方分散型社会を選択したい以上、後戻りはできずそれを成

功させるしか生き残る道はないのです。 

今回は一般質問の中で複数の提案をさせていただきました。これはまさにタ

イムリミットが迫っているのであり、今から行動しなければ間に合わないとの

危機感の表れです。今後十年の総合計画に整合した様々な取組みを進めていく

ことが重要だと思います。予算には限りがありますが知恵を働かせることには

制限はありません。田中市長の優れたリーダーシップの下、真摯に取り組む職

員の皆様、そして我々議員も含め知恵を総動員し地方創生の在り方に新たな光

を見いだすことを切に祈念し、本日の質問を終了いたします。 


